
電子提供措置の開始日2026年６月４日

第 ４ 期 定 時 株 主 総 会
そ の 他 の 電 子 提 供 措 置 事 項
（交 付 書 面 省 略 事 項）

【事業報告】
当社の現況に関する事項の一部
会社役員（取締役）に関する事項の一部
当 社 の 株 式 に 関 す る 事 項
当社の新株予約権等に関する事項
会 計 監 査 人 に 関 す る 事 項
財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
業 務 の 適 正 を 確 保 す る 体 制
特 定 完 全 子 会 社 に 関 す る 事 項
親会社等との間の取引に関する事項
会 計 参 与 に 関 す る 事 項
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当社の現況に関する事項
⑴ 企業集団の使用人の状況

当 年 度 末

銀 行 業 務 リ ー ス 業 そ の 他 の 業 務
人 人 人

使 用 人 数 2,232 19 312

（注）使用人数には、臨時雇員および嘱託は含みません。

⑵ 企業集団の営業所等の状況
イ 株式会社あいち銀行

① 営業所数
当 年 度 末

店 うち出張所
愛 知 県 162 （ 3 ）
岐 阜 県 3 （ − ）
三 重 県 17 （ − ）
静 岡 県 2 （ − ）
東 京 都 2 （ − ）
大 阪 府 4 （ − ）
合 計 190 （ 3 ）

② 当年度新設営業所
該当事項はございません。
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ロ リース業およびその他の事業
リース業およびその他の事業の営業所等の状況につきましては、「（４）重要な親会社お

よび子会社等の状況 ロ 子会社等の状況」をご参照ください。

⑶ 主要な借入先
該当事項はございません。

⑷ その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はございません。
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会社役員（取締役）に関する事項
⑴ 責任限定契約

当社は、取締役（監査等委員）が期待される役割を十分に発揮することができるよう、
定款第33条において取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で賠償責任を
限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより取締役（監査等委員）全員と
責任限定契約を締結しております。
氏 名 責 任 限 定 契 約 の 内 容 の 概 要

加 藤 政 宏
取締役（監査等委員）

当社は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の行為
による賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠
償責任の限度額は、会社法第425条に定める最低責任限度額としておりま
す。

江 本 泰 敏
社外取締役（監査等委員）
柴 田 雄 己
社外取締役（監査等委員）
村 田 知 英 子
社外取締役（監査等委員）
我 妻 巧
社外取締役（監査等委員）
板 倉 麻 子
社外取締役（監査等委員）

⑵ 補償契約
該当事項はございません。
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⑶ 役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を締結しております。
被 保 険 者 の 範 囲 役 員 等 賠 償 責 任 保 険 契 約 の 内 容 の 概 要

当社ならびに当社の
子 会 社 の 取 締 役

被保険者が当社ならびに当社の子会社である株式会社あいち銀行の役員と
しての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求
がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償す
るものです。ただし、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為を行った役
員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適
正性が損なわれないように措置を講じております。なお、保険料は全額当
社負担としております。

当社の株式に関する事項
⑴ 株式数

発行可能株式総数 150,000千株
発行済株式の総数 49,124千株
（注）株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

⑵ 当年度末株主数 20,276名
⑶ 大株主

株 主 の 氏 名 ま た は 名 称
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 等 （千 株） 持 株 比 率 （％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口） 4,574 9.38
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 3,987 8.18
ミ ソ ノ サ ー ビ ス 株 式 会 社 3,500 7.18
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,817 3.73
あいちフィナンシャルグループ従業員持株会 1,048 2.15
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 925 1.90
東 邦 瓦 斯 株 式 会 社 911 1.87
A R I A K E M A S T E R F U N D 843 1.73
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 703 1.44
ア ー ク 証 券 株 式 會 社 587 1.20
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（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．当社は、自己株式379,413株を保有しておりますが、持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を

控除して算出し、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。

⑷ 役員保有株式
株式の交付を受けたものの人数 株式の種類および数

取締役（監査等委員である取締役
および社外取締役を除く） 6人 当社普通株式 18,600株

取締役（監査等委員） 0 0
（注）2026年4月1日付で普通株式1株につき5株の株式分割を実施しておりますが、上記株式数は当該株式分割

前の株式数を記載しております。
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当社の新株予約権等に関する事項
⑴ 事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等

新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第２回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
７個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 2,331株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2043年７月19日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第３回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
５個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,665株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2044年７月25日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第４回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
４個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,332株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2045年７月24日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第５回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
６個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,998株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2046年７月22日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第６回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
６個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,998株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2047年７月21日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第７回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
７個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 2,331株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2048年７月20日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第８回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
19個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 6,327株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2049年７月19日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

１名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第９回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
39個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 12,987株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2050年７月22日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

２名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第10回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
41個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 13,653株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2051年７月21日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役のい
ずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使する
ことができる。

２名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第11回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
19個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,900株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2043年７月31日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

１名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第12回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
18個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,800株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2044年７月30日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

１名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第13回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
14個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 1,400株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2045年７月30日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

１名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第14回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
27個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 2,700株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2046年７月27日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第15回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
29個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 2,900株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2047年７月26日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第16回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
28個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 2,800株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2048年８月１日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第17回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
37個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 3,700株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2049年７月31日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第18回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
39個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 3,900株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2050年７月29日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第19回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年10月３日

③新株予約権の総数
60個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 6,000株

⑤新株予約権の行使期間
2022年10月３日から2051年７月28日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名
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新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役
（監査等委員であるものお
よび社外取締役を除く。）

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第20回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年12月９日

③新株予約権の総数
87個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 8,700株

⑤新株予約権の行使期間
2022年12月10日から2052年12月９日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および当社子会社の取締役（監査等委員
である取締役を含む）の地位を喪失した日の翌日以降、新株予
約権を行使することができる。

３名

①新株予約権の名称
株式会社あいちフィナンシャルグループ 第21回新株予約権

②新株予約権の割当日
2022年12月９日

③新株予約権の総数
44個

④新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式 4,400株

⑤新株予約権の行使期間
2022年12月10日から2052年12月９日まで

⑥権利行使価額
１株当たり１円

⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社および株式会社あいち銀行の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日間
以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新
株予約権を行使することができる。

２名

（注）１．2022年６月23日開催の株式会社愛知銀行および株式会社中京銀行定時株主総会において、当社を親
会社として設立する株式移転が承認され、当該株式移転により、当社設立前に株式会社愛知銀行およ
び株式会社中京銀行が発行した新株予約権に代わり、当社新株予約権が交付されております。

２．2026年4月1日付で普通株式1株につき5株の株式分割を実施しておりますが、上記株式数は当該株式
分割前の株式数を記載しております。
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⑵ 事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等
該当事項はございません。
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会計監査人に関する事項
⑴ 会計監査人の状況

（単位：百万円）
氏 名 ま た は 名 称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

有限責任あずさ監査法人
指定有限責任社員
池ヶ谷 正
山 田 昌 紀

15 会計監査人の報酬額等の同意の理由（注）４

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は、108百万円であ

ります。
３．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づ

く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載して
おります。

４．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容や職務遂行状況、報酬見積もりの算出根拠等が適切で
あるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人が所要の監査体制・監査時間を確保し、
適正な監査を実施するために本監査報酬額が妥当な水準であると認められることから、会計監査人の
報酬等の額について同意いたしました。

⑵ 責任限定契約
該当事項はございません。

⑶ 補償契約
該当事項はございません。

⑷ 会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の監査品質、独立性、総合的能力等の観点から、職務の執行

に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の
解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨およびその理由を報告いたします。

財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はございません。

業務の適正を確保する体制
＜業務の適正を確保するための体制の内容の概要＞

当社は以下のとおり、業務の適正を確保するための体制として「内部統制システムの整備
に関する基本方針」を取締役会決議により定めております。

⑴ 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社およびグループ会社の役職員は、「PURPOSE」「MISSION」「VALUE」の３要素から

成る経営ビジョンを基に制定された「コンプライアンス基本方針」に従い、法令等を遵守
し、社会規範に反することのない、誠実かつ公正な企業活動を遂行する。
コンプライアンスの統括組織としてはグループコンプライアンス委員会を、法令等遵守を

統括管理するコンプライアンス担当部署としては、グループコンプライアンス統括部を設置
し、コンプライアンス体制の整備・強化を図る。
役職員に「コンプライアンス・マニュアル」および「倫理・行動憲章」を周知し法令遵守

の徹底を図る。また、コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画として、コンプ
ライアンス・プログラムを毎年度策定し、取締役はその進捗状況や委員会等の報告を受け評
価を行う。
法令違反行為等を通報・相談する体制として、社内外に通報窓口を設置し、不正行為等の

早期発見・早期解決および是正を図る。
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力に対する

基本方針」に基づき、取引を含めた一切の関係の遮断を図り、不当要求には断固として拒絶
する。
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⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
「情報管理規程」等に基づき情報資産の適切な管理を図る。
取締役会議事録をはじめ重要な各種委員会等の議事録・報告書を作成し、法令および社内

規程により、主管部で保管する。これらの文書については、取締役が常時閲覧できるよう社
内規程に基づき文書の整理および保存を行う。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「リスク管理基本方針」および「危機管理規程」に基づき、リスク種類ごとに基本規程・

マニュアルを整備しリスク管理を図る。
リスク管理の統括組織としてはグループリスク管理委員会を設置し、各種リスクの状況報

告・統合的リスク管理等に関する協議・検討を行う。
信用リスク・市場リスク・流動性リスク・オペレーショナルリスク等の状況については、

定期的に取締役会へ報告される体制とする。
取締役会直轄の組織としてグループ経営監査部を設置し、当社およびグループ会社の内部

監査を行う。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会を毎月１回定例的に開催するほか、必要がある場合は随時開催する。各種委員会

を設置し、重要な案件につき横断的な協議を行う。また、「組織・職制規程」「業務分掌規
程」等に基づき、取締役の職務を明確化し、職務の執行が効率的に行われることを図る。
取締役は、その業務執行状況について定期的に取締役会に報告する。

⑸ 当社ならびにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
「グループ経営管理規程」により、リスク管理・コンプライアンス等、グループ会社を管

理する業務所管部署を定めるとともに、重要事項に関する当社への承認事項、報告事項を定
める。
あいち銀行の統括は、グループ経営企画部が担当、あいち銀行を除くグループ会社の統括

はグループ事業戦略部が担当し、「グループ経営管理規程」に基づきグループ各社から業務
内容の報告を受けるとともに、グループ各社の指導・管理を行う体制とする。
また、当社のグループ経営監査部はグループ会社の内部管理体制等の適切性・有効性につ

いて監査を実施する体制とする。
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当社とグループ会社は、社内外の通報窓口について、統一的に運用・対応できる体制とす
る。

⑹ 顧客保護等管理体制
常にお客さま本位で考え、お客さまの満足と支持をいただくため、顧客保護等管理を行

う。
経営理念およびコンプライアンス基本方針を踏まえて、お客さまの保護および利便性向上

に向けた基本方針として、「顧客保護等管理基本方針」を策定する。
顧客保護等管理を基本的に次の項目としたうえで、各種規程等を制定し、周知を通じて、

顧客保護等管理を行う。
①顧客説明管理
②顧客サポート等管理
③顧客情報管理
④利益相反管理
⑤外部委託管理

⑺ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査等委員会の職務を補佐するために監査等委員会事務局を設置し、常勤で使用人を所属

させる。監査等委員会事務局の使用人の人数および選任について、あらかじめ監査等委員会
の意見を聴取し、これを尊重する。

⑻ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
からの独立性に関する事項および当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に
関する事項
監査等委員会事務局に所属する使用人の任命および異動、人事考課については、監査等委

員会の意見を尊重する。
監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会以外からの指揮命令を受けない。
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⑼ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人が監査等委員会に報告をするた
めの体制その他の監査等委員会への報告に関する体制および監査等委員会へ報告した者が報
告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
常勤の監査等委員へ重要な稟議書・報告書は回覧し、また重要なリスクが生じた場合は報

告する体制とする。
監査等委員会は必要に応じて報告事項等について取締役（監査等委員である取締役を除

く。）または使用人に説明を求めることができる体制とする。
常勤の監査等委員は、当社およびグループ会社の内部通報窓口の一つになり、通報・相談

を受けることができる体制とする。また、通報者・相談者についての秘密を保持し、就業上
の不利益等を被らないよう取り扱う。

⑽ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務
の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が、その職務を遂行するために必要と判断したときは、その費用を当社に求め

ることができる。

⑾ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表者へのヒアリングなどを定期的に行う。また、弁護士、会計監査

人、グループ会社の監査等委員、監査役会または監査役、内部監査部門であるグループ経営
監査部と連携し、定期的な会合を持つなどして監査が実効的に行われることを確保する体制
をとる。
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下のとおりであります。

⑴ コンプライアンス体制
・ 当社グループは、企業倫理の確立と法令等遵守の精神に則り、コンプライアンスをグルー
プ全体の最重要経営課題と位置づけ、グループ各社および各役職員が一丸となってコンプ
ライアンス態勢を確立します。また、各役職員は、「コンプライアンス基本方針」の理念
を十分に理解するとともに、「コンプライアンス・マニュアル」および「倫理・行動憲章」
を精読のうえ、業務を執行します。

・ グループコンプライアンス委員会につきましては、原則隔月開催し、コンプライアンス体
制の整備・強化を図っております。

・ 「コンプライアンス管理規程」に基づき、年度のコンプライアンス・プログラムを策定
し、コンプライアンス・プログラムの実施状況、重要なコンプライアンス違反の発生内容
および改善策、その他重要事項について、グループコンプライアンス委員会、取締役会へ
の報告を行っております。

・ 法令違反行為等を通報・相談する体制につきましては、当社の常勤の監査等委員・グルー
プ経営監査部長および第三者機関（弁護士）を窓口としたコンプライアンス・ホットライ
ンを設置しており、通報状況等は定期的にグループコンプライアンス委員会、取締役会へ
報告しております。

・ 反社会的勢力への対応につきましては、対応状況についてグループコンプライアンス委員
会、取締役会へ報告しております。

⑵ リスク管理体制
・ 当社グループは、リスク管理の重要性を認識し、グループの経営の健全性を確保し適切な
運営を進めることを「リスク管理基本方針」として定め、グループ統一的なリスク管理を
グループ会社と連携して取組み、グループリスク管理の強化を進めております。

・ グループ全体のリスク管理に関する事項を検討する「グループリスク管理委員会」を設置
し、当社グループのグループリスク統括部担当役員を委員長として各部の部長（ただしグ
ループ経営監査部長を除く）全員が委員として出席し、当社グループのリスク管理状況に
ついて定期的に報告する態勢としております。

・ グループ経営監査部は、当社本部各部およびグループ会社の内部監査を行い、監査結果お
よび改善状況等を半期毎に取締役会へ報告しております。
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⑶ 取締役の効率的な職務執行を確保するための体制
・ 取締役会は毎月１回定例的に開催するほか、必要がある場合は随時開催しております。当
事業年度は定例取締役会を12回、臨時取締役会を10回開催しております。

・ また、重要な案件について協議を行うため、グループ経営管理委員会（12回）、グループ
リスク管理委員会（10回）、グループコンプライアンス委員会（8回）を開催しておりま
す。

・ 取締役の職務は、「組織・職制規程」「業務分掌規程」等により明確化し、取締役の業務執
行状況は、定期的に取締役会へ報告しております。

・ 取締役会議事録をはじめ重要な各種委員会等の議事録・報告書を作成し法令および社内規
程に従い、主管部にて保存・管理を行っております。

⑷ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
・ グループ会社の管理体制、当社への承認申請・報告を要する重要事項等を「グループ経営
管理規程」に定めております。また、あいち銀行はグループ経営企画部、あいち銀行を除
くグループ会社はグループ事業戦略部が統括部署として業務内容の報告を受けるととも
に、グループ会社の指導・管理を行う体制を構築しております。

・ グループ経営監査部は、グループ会社の内部管理態勢等の適切性・有効性について監査を
実施しております。

・ コンプライアンス・ホットラインにつきましては、当社とグループ会社で統一的に運用・
対応できる体制を構築しております。

⑸ 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
・ 監査等委員会は、代表取締役へ定期的にヒアリングを行うとともに、会計監査人、グルー
プ会社の監査役、内部監査部門であるグループ経営監査部等との間で定期的に情報交換を
行い連携しております。

・ 当社およびグループ会社の重要な稟議書・報告書は常勤の監査等委員へ随時回覧するとと
もに、常勤の監査等委員は各種委員会等の重要な会議に出席しております。

・ 監査等委員会の職務を補佐するため、監査等委員会以外から指揮命令をうけない専任のス
タッフが所属しております。
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特定完全子会社に関する事項
当事業年度における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所 当事業年度末日における
特定完全子会社の株式の帳簿価額

株 式 会 社 あ い ち 銀 行 愛知県名古屋市中区栄三丁目14番12号 201,081百万円

（注）当事業年度末日における当社の総資産額は210,322百万円であります。

親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はございません。

会計参与に関する事項
⑴ 責任限定契約

該当事項はございません。

⑵ 補償契約
該当事項はございません。
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連結計算書類の作成方針

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており
ます。
１．連結の範囲に関する事項
⑴ 連結される子会社及び子法人等 １1社

株式会社あいち銀行
株式会社あいちＦＧリース
株式会社愛銀ディーシーカード
株式会社中京カード
株式会社あいちＦＧファイナンス
株式会社栄町リサーチ＆コンサルティング
愛銀ビジネスサービス株式会社
愛知キャピタル株式会社
株式会社エイエイエスティ
株式会社エイエイエスティ東京
株式会社あいちＦＧマーケティング

(連結範囲の変更)
2025年10月１日付で、株式会社エイエイエスシー、株式会社エイエイエスティ及び株式会社アイエスティ
は、株式会社エイエイエスティを存続会社、株式会社エイエイエスシー及び株式会社アイエスティを消滅会社
とする吸収合併を行いました。
2025年10月１日付で、株式会社あいち銀行の連結子会社である愛銀コンピュータサービス株式会社は、現物
配当により当社の連結子会社となり、同日付で商号を株式会社栄町リサーチ＆コンサルティングに変更してお
ります。
なお、当社の子会社である愛銀リース株式会社は、株式会社あいちＦＧリースに商号変更しております。
また、株式会社あいち銀行の連結子会社である中京ファイナンス株式会社は株式会社あいちＦＧファイナンス
に商号変更しております。

⑵ 非連結の子会社及び子法人等 ４社
あいぎんベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合
あいぎん事業承継ファンド１号投資事業有限責任組合
あいちスタートアップファンド１号投資事業有限責任組合
あいぎんベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持
分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企
業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲
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から除外しております。
⑶ 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社及び子法人等とし
なかった当該他の会社等の名称 1社
株式会社アサノスクリーン

投資事業等を営む非連結の子会社及び子法人等が、投資育成目的のため出資したものであり、傘下に入れ
る目的ではないことから、子会社及び子法人等として取扱っておりません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ございません。
⑵ 持分法適用の関連法人等

該当ございません。
⑶ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 ４社

あいぎんベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合
あいぎん事業承継ファンド１号投資事業有限責任組合
あいちスタートアップファンド１号投資事業有限責任組合
あいぎんベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見
合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

⑷ 持分法非適用の関連法人等
該当ございません。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
⑴ 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

12月末日 ２社
３月末日 9社

⑵ 連結計算書類の作成にあたっては、それぞれの決算日の計算書類により連結しております。
連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っております。
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第４期末（2026年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

投 資 損 失 引 当 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

790,694

2

6,280

1,269,694

△0

4,941,172

2,863

71,765

67,351

10,890

50,083

26

1,467

4,884

3,157

1,569

1,408

34

17

127

29,914

568

5,707

△20,835

預 金 5,989,342
譲 渡 性 預 金 47,900
コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 19,000
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 159,802
借 用 金 368,896
外 国 為 替 1,216
そ の 他 負 債 85,277
賞 与 引 当 金 1,172
役 員 賞 与 引 当 金 118
退 職 給 付 に 係 る 負 債 139
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 177
偶 発 損 失 引 当 金 2,250
固 定 資 産 解 体 費 用 引 当 金 718
繰 延 税 金 負 債 50,991
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 4,623
支 払 承 諾 5,707
負 債 の 部 合 計 6,737,335
（純 資 産 の 部）
資 本 金 20,026
資 本 剰 余 金 36,907
利 益 剰 余 金 250,680
自 己 株 式 △1,020
株 主 資 本 合 計 306,594
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 89,543
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 15,837
土 地 再 評 価 差 額 金 8,178
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 10,565
その他の包括利益累計額合計 124,124
新 株 予 約 権 262
非 支 配 株 主 持 分 20
純 資 産 の 部 合 計 431,001

資 産 の 部 合 計 7,168,337 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 7,168,337
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第４期（2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額
経 常 収 益 125,137
資 金 運 用 収 益 73,778
貸 出 金 利 息 52,728
有 価 証 券 利 息 配 当 金 18,028
コールローン利息及び買入手形利息 100
預 け 金 利 息 2,782
そ の 他 の 受 入 利 息 140

役 務 取 引 等 収 益 18,005
そ の 他 業 務 収 益 7,752
そ の 他 経 常 収 益 25,600
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,772
偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 益 449
償 却 債 権 取 立 益 1
そ の 他 の 経 常 収 益 23,377

経 常 費 用 94,225
資 金 調 達 費 用 21,178
預 金 利 息 18,227
譲 渡 性 預 金 利 息 18
コールマネー利息及び売渡手形利息 62
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 556
借 用 金 利 息 1,389
そ の 他 の 支 払 利 息 924

役 務 取 引 等 費 用 5,952
そ の 他 業 務 費 用 13,856
営 業 経 費 45,002
そ の 他 経 常 費 用 8,235
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 0
そ の 他 の 経 常 費 用 8,235

経 常 利 益 30,912
特 別 利 益 0

固 定 資 産 処 分 益 0
特 別 損 失 972

固 定 資 産 処 分 損 121
減 損 損 失 132
固 定 資 産 解 体 費 用 引 当 金 繰 入 額 718

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 29,940
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,115
法 人 税 等 調 整 額 △985
法 人 税 等 合 計 8,130
当 期 純 利 益 21,810
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 21,808
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第４期連結株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）

株主資本

資
本
金

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計

当期首残高 20,026 36,939 234,255 △36 291,185

当期変動額

剰余金の配当 △5,383 △5,383

親会社株主に帰属する当期純利益 21,808 21,808

自己株式の取得 △1,125 △1,125

自己株式の処分 △31 140 109

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 − △31 16,425 △984 15,409

当期末残高 20,026 36,907 250,680 △1,020 306,594
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（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新
株
予
約
権

非
支
配
株
主
持
分

純
資
産
合
計

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金

繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

土
地
再
評
価
差
額
金

退
職
給
付
に
係
る
調
整
累
計
額

そ
の
他
の
包
括
利
益
累
計
額
合
計

当期首残高 42,623 5,397 8,178 6,108 62,307 300 18 353,810

当期変動額

剰余金の配当 △5,383

親会社株主に帰属する当期純利益 21,808

自己株式の取得 △1,125

自己株式の処分 109

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 46,919 10,440 − 4,457 61,817 △37 1 61,781

当期変動額合計 46,919 10,440 − 4,457 61,817 △37 1 77,191

当期末残高 89,543 15,837 8,178 10,565 124,124 262 20 431,001
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連結注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

会計方針に関する事項
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証
券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平
均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び銀行業を営む連結される子会社の有形固定資産は、定率法〔ただし、1998年４月１日以後に取
得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法〕を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８年〜50年
その他 ３年〜20年

その他の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主と
して定額法により償却しております。

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当社並び
に連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

⑶ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産
は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零として
おります。

５．貸倒引当金の計上基準
銀行業を営む連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当規程により、次のとおり計上し
ております。
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①破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそ
れと実質的に同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

②現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）
に係る債権については、主に債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額に対して今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、３年間の貸倒実績を基礎とした
貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基づく修正を加
えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。

③貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調又は不安定で、今後の管理に注意を要する債務者（要
注意先）のうち、債権の全部又は一部が要管理債権（貸出条件緩和債権及び三月以上延滞債権）である債
務者（要管理先）に係る債権については、今後３年間または、平均残存期間の予想損失額を見込んで計上
しており、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込みに基づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。なお、
与信額が一定額以上の大口債務者に対する債権で、かつ、元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシ
ュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュ・フロー見積法により貸倒引当
金を計上しております。

④上記③以外の要注意先及び業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者
（正常先）に係る債権は今後１年間又は平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損
失額は１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求
め、これに将来見込みに基づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。
上記③及び④に将来見込みに基づく予想損失率の修正方法について、以下の方法を採用しております。

・業種の特性を反映する方法
今後の経済環境の変化が信用リスクにあたえる影響が大きいと考えられる特定業種に属する債務者に係

る債権について、業績悪化に伴い今後増加すると予想される信用コストの増加を予想損失率に反映させて
引当を行っております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しております。
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘

案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額をそれぞれ計上しております。
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６．投資損失引当金の計上基準
銀行業を営む連結される子会社の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社
の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

７．賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会
計年度に帰属する額を計上しております。

８．役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会
計年度に帰属する額を計上しております。

９．役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、当社の執行役員、銀行業を営む連結される子会社の執行役員並びにその他の連結さ
れる子会社及び子法人等の役員への退職慰労金の支払いに備えるため、当社の執行役員、銀行業を営む連結
される子会社の執行役員並びにその他の連結される子会社及び子法人等の役員に対する退職慰労金の支給見
積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

10. 偶発損失引当金の計上基準
銀行業を営む連結される子会社の偶発損失引当金（保証負担損失引当金）は、貸出金等に係る信用保証協会
の保証についての責任共有制度等による将来の負担金支払に備えるため、過去の貸倒実績等を勘案して必要
と認められる額を計上しております。

11. 固定資産解体費用引当金の計上基準
固定資産解体費用引当金は、建物等の解体に伴う支出に備えるため、将来発生すると見込まれる額を計上し
ております。

12. 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については
給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（11年〜12年）による定額法により損益処理しております。また、数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年〜12年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
なお、連結される子会社及び子法人等の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

13. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しており
ます。

14. 重要な収益及び費用の計上基準
⑴ ファイナンス・リース取引の収益・費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース料受取時に経常収益と経常費
用を計上する方法によっております。
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⑵ 顧客との契約から生じる収益の計上基準
当社並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主
な履行義務は、金融サービスに係る役務等の提供であり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付してお
ります。

15. 重要なヘッジ会計の方法
金利リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結される子会社における金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別委員会実務指針第24号 2022年3月17日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定
する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ
いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に、または一定の
（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘ
ッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしてお
ります。
一部の銀行業を営む連結される子会社においては、一部の資産について、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接
対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっており、ヘッジの有効性評価については、ヘッジ手段とヘ
ッジ対象の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を相殺している
ため、有効性の評価を省略しております。

16. 消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用に計上しております。
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未適用の会計基準等
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委
員会）等
(1）概要
企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏
まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS
第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高
く、かつ、IFRS第16号の定めを計算書類に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基
準等が公表されました。
借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産
に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。
(2）適用予定日
2028年３月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響
「リースに関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中であ
ります。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金
⑴ 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 20,835百万円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」の「５．貸倒引当金の計上基準」に記載のとおり、
資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施し、決定された債務者区分に応じて、償却・引当規程に則り
貸倒引当金を計上しております。

②主要な仮定
（イ）債務者区分の判定は、債務者の財務情報等の定量的な情報を基礎として、定性的要因等を勘案した判

断を加えて決定しており、主に下記の領域において見積りの不確実性が高くなっています。
・債務者の将来の業績見通しを含む信用状況の把握（財務分析、業界動向、資金使途、返済計画等も含
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む）
・直近の経済環境、リスク要因を踏まえた将来の見通しや過去の貸倒実績に基づく予想損失の見積り
・経営改善計画により債務者区分を決定している対象債務者における経営改善計画の実現可能性

（ロ）原材料価格や人件費の上昇等による企業業績及び資金繰りへの影響が翌連結会計年度においても継続
すると見込まれ、貸出金等の信用リスクに一定の影響があるとの仮定を置いております。
こうした仮定のもと、一部の銀行業を営む連結される子会社においては、今後の経済環境の変化が信用
リスクにあたえる影響が大きいと考えられる特定業種に属する債務者に係る債権について、業績悪化

に伴い今後増加すると予想される信用コストの増加を予想損失率に反映させて引当を行っております。
③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
上記の仮定は高い不確実性を伴い、経済環境の変化、貸出先の経営状況の変動等により、当初の見積りに
用いた仮定が変化した場合には、翌連結会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を
及ぼす可能性があります。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．関係会社の出資金総額（連結される子会社及び子法人等の出資金を除く） 1,657百万円
２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債

権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債(その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証
しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募(金融商品取引法第2条第3項)によるものに限
る。)、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上され
るものであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 16,773百万円
危険債権額 57,369百万円
要管理債権額 8,015百万円
三月以上延滞債権額 24百万円
貸出条件緩和債権額 7,990百万円

小計額 82,158百万円
正常債権額 4,929,979百万円
合計額 5,012,137百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由
により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ
た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権
に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶
予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準
ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、6,465百万円であります。

４．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（移管指針第１号
2024年７月１日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸
借対照表計上額は、1,000百万円であります。
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５．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 408,434百万円
貸出金 359,557百万円

担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金 159,802百万円
借用金 355,334百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券14,199百万円を
差し入れております。
また、その他資産には、保証金517百万円が含まれております。

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,043,110百万円であり、これらは全て原契約期間が
１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず
しも連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結される子会社
及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も
定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。

７．土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)に基づき、銀行業を営む連結される子会社で
ある株式会社あいち銀行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相
当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と
して純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税の課
税価額に基づいて、合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事
業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。
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８．有形固定資産の減価償却累計額 30,973百万円
９．有形固定資産の圧縮記帳額 2,858百万円
10.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債

務の額は、60,720百万円であります。

（連結損益計算書関係）
１．「その他の経常収益」には、株式等売却益17,868百万円を含んでおります。
２．「その他の経常費用」には、貸出債権売却損3,468百万円、株式等売却損1,434百万円及び株式等償却14百

万円を含んでおります。
３．資産の用途変更や継続的な地価の下落等により、次の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額及び撤去費用等を減損損失（132百万円）として特別損失に計上しております。
区分 地域 主な用途 種類 減損損失（百万円）

稼働資産 愛知県内 営業店舗等４か店 土地及び建物動産等 82
（うち土地 25）
（うち建物等 56）
（うち動産等 −）

遊休資産等 愛知県内 遊休資産等3か所 土地及び建物動産等 50
（うち土地 10）
（うち建物等 40）
（うち動産等 −）

愛知県外 遊休資産等１か所 土地及び建物動産等 0
（うち土地 0）
（うち建物等 −）
（うち動産等 −）

合計 132
（うち土地 35）
（うち建物等 96）
（うち動産等 −）

稼働資産については、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業
店グループは当該グループ単位）でグルーピングを行っております。
また、遊休資産については各々１つの単位として取り扱っております。
なお、当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であります。正味売却
価額は不動産鑑定評価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 摘 要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 49,124 − − 49,124
合 計 49,124 − − 49,124

自 己 株 式
普 通 株 式 14 418 52 379 （注）
合 計 14 418 52 379

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 1千株
取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 416千株

普通株式の自己株式の株式数の減少の内訳は次のとおりであります。
単元未満株式の買増請求による減少 0千株
ストック・オプションの権利行使による譲渡による減少 24千株
譲渡制限付株式報酬としての割当による処分による減少 28千株

2026年4月1日付で普通株式1株につき5株の株式分割を実施しておりますが、上記株式数は当該株式分割
前の株式数を記載しております。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年 度 期 首

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

当社
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

− 262

合計 − 262
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３．配当に関する事項
⑴ 当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025 年 ６ 月 27 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 2,946百万円 60円 2025年３月31日 2025年 ６月30日

2025 年 11 月 14 日
取 締 役 会 普 通 株 式 2,436百万円 50円 2025年９月30日 2025年12月 1日

（注１）2025年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、株式会社あいち銀行誕生記念配当10
円を含んでおります。

（注２）当社は、2026年４月１日付で普通株式1株につき５株の割合で株式分割を行っております。１株当たり
の配当額については、当該株式分割前の実際の配当金額を記載しております。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決議） 株 式 の 種 類 配当金の総額 配 当 の
原 資 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月26日
定時株主総会 普 通 株 式 4,143百万円 その他利益

剰 余 金 85円 2026年３月31日 2026年６月29日

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式1株につき５株の割合で株式分割を行っております。１株当たりの
配当額については、当該株式分割前の実際の配当金額を記載しております。
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（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針

当社グループは、銀行業務を中心に、クレジットカード業務、リース業務、信用保証業務等の金融サービ
スに係る事業を行っております。
主として顧客から「預金」を受け入れることで資金調達を行い、調達資金である「預金」を民間企業や個
人を対象に貸付けを行う貸出業務を行うとともに、債券、株式等で運用する市場運用を行っております。
デリバティブ取引については、顧客の為替変動リスク回避、当社自身の外貨資金調達取引及び金利上昇リ
スク回避のために利用しております。また、金融資産及び金融負債が市場リスクに晒されることから回避
するため、総合的リスク管理の観点から、ヘッジ手段としてデリバティブを利用することとしておりま
す。
なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップ取引の一部については、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対
応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジを適用しております。ヘッジ有効性評価につきましては、ヘッジ手
段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を相殺し
ているため、特例処理ができるものについては、有効性の評価を省略しております。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主として民間企業や個人に対する貸出金であり、金利リスク及び信
用供与先の財務状況の悪化等によってもたらされる信用リスクに晒されております。
有価証券は、主に債券、株式であり、債券は売買目的、その他有価証券及び満期保有目的、株式は純投資
目的及び政策投資目的で保有しております。これは、発行体の信用リスク、金利の変動リスク、市場価格
の変動リスク及び為替リスクに晒されております。預金については、流動性預金と定期性預金があり、金
利の変動リスクに晒されております。
金利変動を伴う金融資産及び金融負債を保有しているため、金利変動による不利な影響が生じないよう
に、当社では資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を実施しております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当社グループでは、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を行うことで個別債務者の信用リスクを管
理するとともに、格付別・業種別等の信用リスクを時系列で分析し、銀行全体のポートフォリオの信用リ
スクの分散を図っております。
当社グループは、個別債務者の信用リスク管理について、審査部門が個別債務者毎に財務分析、業界動
向、資金使途、返済計画等を検証して評価を行っております。評価は、新規案件審査時及び実行後の途上
与信管理や自己査定において定期的あるいは事象発生等により随時に行い、常に個別債務者の信用状況を
把握するよう努めております。自己査定とは、債務者区分及び担保・保証等の状況をもとに、債権の危険
性の度合いに応じて資産の分類を行うものであります。自己査定の集計結果等は自己査定検証部門が検証
し、経営陣に報告しております。
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銀行全体の与信ポートフォリオについては、与信管理部門が、業種集中度合や大口集中度合等のモニタリ
ングを定期的に行い、集中リスクを排除したポートフォリオ構築を図っております。与信管理部門は、モ
ニタリング結果を定期的に経営陣に報告しております。
当社グループでは、行内格付制度を導入しております。行内格付制度は、個別債務者に信用度に応じた信
用格付を付与して分類するもので、当社グループでは、案件審査や与信管理、与信ポートフォリオのモニ
タリングを行う上で、行内格付を利用しております。
また、当社グループでは信用リスクの計量化を行い、信用リスク管理に活用しております。

②市場リスクの管理
当社グループでは、市場リスク量を適切にコントロールするために、グループリスク統括部が市場リスク
の状況をモニタリングしております。具体的には、計量可能な市場リスクについては市場リスク量を計測
し、また、ストレス・テストやシミュレーション分析を行って、金利・株・為替市場が大きく変動した場
合に、当社グループが抱える市場リスク量や、当社グループの損益がどのように変動するかを把握してお
ります。
グループリスク統括部は、市場リスクの状況について、定期的に取締役会・リスク管理委員会等に報告し
ており、リスク管理委員会等において、市場リスクが当社グループの自己資本の状況に対して許容できる
状況に収まっていることを確認するとともに、市場リスクのコントロールに関する方針の検討を行ってお
ります。
○市場リスクに係る定量的情報
当社グループにおいて、主要なリスク変数は金利リスクと株価リスクであります。
これらの影響を受ける金融資産及び金融負債について定量的分析を行っており、ＶaＲを用いてあいち銀
行が算定・管理しております。
あいち銀行では、「市場統合リスク」、「債券」、「投信・その他の証券」、「純投資株式」、「政策投資株式」
に区分してＶaＲを算定することで、金利の変動リスク及び株価の変動リスクの管理にあたっての定量的
分析に利用しております。ＶaＲの算定にあたってはヒストリカル・シミュレーション法（保有期間125
日、信頼区間99％、観測期間10年）を採用しております。
2026年３月31日（当期の連結決算日）現在で市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で53,882百万
円であります。ＶaＲの算定にあたっては、バンキング勘定の金利リスクと投信・その他の証券の価格変
動リスク、及び純投資株式の価格変動リスクを対象とするＶaＲ値と、政策投資株式の価格変動リスクを
対象とするＶaＲ値を合算しております。
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なお、当社グループでは、モデルが算出するＶaＲと実際の損益を比較するバックテスティングを実施し
ており、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。但
し、ＶaＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測してお
り、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合がありま
す。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な
お、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、次表には含めておりません（（注1）参照）。また、現金預
け金、コールローン及び買入手形、並びに債券貸借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 買入金銭債権 6,280 6,280 −

⑵ 商品有価証券

売買目的有価証券 2 2 −

⑶ 有価証券

満期保有目的の債券 9,476 8,617 △858
その他有価証券 1,252,320 1,252,320 −

⑷ 貸出金 4,941,172

貸倒引当金（＊1） △19,579

4,921,593 4,714,214 △207,378

資産計 6,189,672 5,981,435 △208,236
⑴ 預金 5,989,342 5,991,142 1,799
⑵ 譲渡性預金 47,900 47,900 −

⑶ 借用金 368,896 366,985 △1,911

負債計 6,406,139 6,406,027 △111

デリバティブ取引（＊2）

ヘッジ会計が適用されていないもの (318) (318) −

ヘッジ会計が適用されているもの 23,487 23,487 −

デリバティブ取引計 23,168 23,168 −
（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（ ）で表示しております。
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（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価
情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊1）（＊2） 4,373

組合出資金等（＊3） 3,524

（＊1）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号
2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊2）当連結会計年度において、非上場株式について14百万円減損処理を行っております。
（＊3）組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１ 年 以 内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超10年以内 10 年 超

預け金 749,733 − − − − −
コールローン及び買入
手形 − − − − − −

買入金銭債権 − − − − − 7,906

有価証券 87,177 368,403 189,092 47,981 49,652 144,825

満期保有目的の債券 − − 1,520 2,300 5,470 200
その他有価証券のうち
満期があるもの 87,177 368,403 187,572 45,681 44,182 144,625

貸出金（＊） 516,476 753,621 694,183 459,130 494,252 1,535,657

合 計 1,353,387 1,122,025 883,276 507,112 543,904 1,688,389

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない73,153
百万円、期間の定めのないもの414,696百万円は含めておりません。
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（注３）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１ 年 以 内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超10年以内 10 年 超

預金（＊） 5,539,475 264,840 185,026 − − −

譲渡性預金 47,900 − − − − −

コールマネー及び売渡手形 19,000 − − − − −

債券貸借取引受入担保金 159,802 − − − − −

借用金 261,456 60,503 7,290 39,646 − −

合 計 6,027,634 325,343 192,317 39,646 − −

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係
るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度末（2026年３月31日） （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

買入金銭債権 − − 6,280 6,280
商品有価証券及び有価
証券
売買目的有価証券
国債・地方債等 2 − − 2

その他有価証券
国債・地方債等 266,559 214,838 − 481,398
社債 − 180,079 59,409 239,488
株式 233,184 − − 233,184
その他 193,909 104,339 − 298,249

デリバティブ取引
金利関連 − 23,487 − 23,487
通貨関連 − 197 − 197

資産計 693,655 522,942 65,690 1,282,288
デリバティブ取引
金利関連 − − − −
通貨関連 − 516 − 516

負債計 − 516 − 516
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（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度末（2026年３月31日） （単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
満期保有目的の債券
国債・地方債等 1,813 6,659 − 8,472
社債 − 144 − 144

貸出金 − − 4,714,214 4,714,214
資産計 1,813 6,804 4,714,214 4,722,832

預金 − 5,991,142 − 5,991,142
譲渡性預金 − 47,900 − 47,900
借用金 − 366,985 − 366,985

負債計 − 6,406,027 − 6,406,027

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資産
買入金銭債権
買入金銭債権については、取引金融機関から入手した価格によっており、入手した価格に使用されたインプ

ットに基づき、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３、そうでない場合はレベル２の
時価に分類しております。

商品有価証券及び有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類して

おります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

主に地方債、社債、住宅ローン担保証券がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資
信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない
場合には基準価格を時価とし、レベル２の時価に分類しております。
相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用いて時価

を算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、
TIBOR、国債利回り、信用スプレッド、倒産時の損失率等が含まれます。算定に当たり重要な観察できないイ
ンプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を信用リスク等

のリスク要因を織り込んだ割引率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観察不能であることからレ
ベル３の時価に分類しております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在

価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日にお
ける連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価
額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。
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負債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。ま

た、定期預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて
現在価値を算定しております。その割引率は、新規に当該同種預金を残存期間まで受け入れる際に用いるレー
ト（店頭基準金利）を用いております。なお、連結決算日における預入満期までの残存期間が１年以内の取引
については、時価が帳簿価額と近似していることを確認し、当該帳簿価額を時価としております。これらにつ
いては、レベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を
時価としております。固定金利によるものは、当該取引から発生する見積将来キャッシュ・フローを無リスク
の利子率で割り引いて現在価値を算出しております。なお、連結決算日における満期日までの残存期間が１年
以内の取引については、時価が簿価価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。これ
らについては、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、大部分が店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種

類や満期までの期間に応じて現在価値技法等の評価技法を利用して時価を算定しております。それらの評価技
法で用いているインプットは、金利や為替レート等であります。観察できないインプットを用いていない又は
その影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワップ取引、為替
予約取引等が含まれます。

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報

（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2026年３月31日現在）

区分 評価技法 重要な観察できないイ
ンプット

インプットの
範囲

インプットの
加重平均

有価証券
その他有価証券
自行保証付
私募債 現在価値技法 割引率 0.1％−13.2％ 0.3％

倒産時の損失率 0.0％−7.0％ 2.1％
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（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

期 首 残
高

当期の損益又はその
他の包括利益

購 入、
売 却、
発 行 及
び 決 済
の純額

レ ベ ル
３ の 時
価 へ の
振替

レ ベ ル
３ の 時
価 か ら
の振替

期 末 残
高

当期の損
益に計上
した額の
うち連結
貸借対照
表日にお
いて保有
する金融
資産及び
金融負債
の評価損
益
（＊）

損 益 に
計上
(＊）

そ の 他
の 包 括
利 益 に
計上

買入金銭債権
信託受益権 7,211 − △524 △405 − − 6,280 −

有価証券
その他有価
証券
自行保証
付私募債 61,871 18 △578 △1,902 − − 59,409 −

（＊）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。

（３）時価の評価プロセスの説明
当社グループは、時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って各取引部門及びグループリ

スク統括部が時価を算定しております。
時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いて

おります。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びイン
プットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
自行保証付私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、割引率及び倒産時の損失率

であります。これらのインプットの著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれ
ております。

1. 売買目的有価証券（2026年3月31日現在）
当事業年度の損益に含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 −

２．満期保有目的の債券（2026年３月31日現在）

種 類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

国 債 − − −
地 方 債 − − −
社 債 − − −
小 計 − − −

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

国 債 1,987 1,813 △174
地 方 債 7,288 6,659 △629
社 債 200 144 △55
小 計 9,476 8,617 △858

合計 9,476 8,617 △858
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３．その他有価証券（2026年３月31日現在）

種 類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取 得 原 価
（百万円）

差 額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株 式 227,833 88,842 138,991
債 券 1,365 1,352 13
国 債 − − −
地 方 債 − − −
社 債 1,365 1,352 13

外 国 債 券 12,263 12,078 184
そ の 他 224,050 173,628 50,422
小 計 465,513 275,901 189,611

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株 式 5,350 5,962 △612
債 券 719,521 775,498 △55,977
国 債 266,559 295,422 △28,862
地 方 債 214,838 227,779 △12,941
社 債 238,123 252,296 △14,172

外 国 債 券 24,184 24,574 △389
そ の 他 44,031 46,968 △2,937
小 計 793,088 853,004 △59,916

合 計 1,258,601 1,128,906 129,695
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４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

売 却 額
（百万円）

売 却 益 の 合 計 額
（百万円）

売 却 損 の 合 計 額
（百万円）

株 式 34,692 14,628 1,101
債 券 96,251 8 6,242
国 債 11,405 − 635
地 方 債 15,664 − 2,281
社 債 69,181 8 3,324

外 国 債 券 3,407 − 92
そ の 他 38,247 3,997 1,452

合 計 172,598 18,635 8,888
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（収益認識関係）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報（2026年３月31日）

（単位：百万円）
報告セグメント その他 合計銀行業 リース業 計

役務取引等収益 11,843 − 11,843 1,462 13,305

預金・貸出業務 2,808 − 2,808 − 2,808

為替業務 3,026 − 3,026 − 3,026

代理業務 3,542 − 3,542 − 3,542

その他 2,466 − 2,466 1,462 3,928

その他業務収益 − 445 445 − 445

その他経常収益 153 − 153 3,629 3,782
顧客との契約から
生じる経常収益 11,997 445 12,442 5,091 17,534

上記以外の経常収益 101,107 6,415 107,523 414 107,938
外部顧客に対する
経常収益 113,104 6,860 119,965 5,506 125,472

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務

等、集金代行業務、電算機による業務処理等業務、銀行事務サービス業務、投資事業有限責任組合
（ファンド）の運営・管理等業務、ソフトウェア開発業務等、広告代理業及びコンサルティング業務
等であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
上記分解情報に記載している銀行業の役務取引等収益のうち、主なものは、預金・貸出業務は融資関連手数
料、為替業務は内国及び外国為替手数料、代理業務は口座振替手数料及び預かり資産手数料であり、役務の
提供時点で履行義務が充足されたものとして収益を認識しております。
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（企業結合等関係）
共通支配下の取引等
現物配当による子会社の異動
1．取引の概要
（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容
結合当事企業の名称 事業の内容

愛銀コンピュータサービス株式会社 電算機による業務処理等業務
（2）企業結合日

2025年10月1日
（3）企業結合の法的形式

連結子会社からの現物配当
（4）結合後企業の名称

株式会社栄町リサーチ＆コンサルティング
事業の内容はコンサルティング業務等に変更しました。

（5）その他取引の概要に関する事項
資本構成見直しによる経営のガバナンス強化及びグループ収益力向上を目的として、連結子会社が保有する

連結子会社株式を取得するものであります。
２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づき、共通支
配下の取引等として処理しております。

共通支配下の取引等
連結子会社間の合併
1．企業結合の概要
（1）結合当事企業の名称及び内容
（吸収合併存続会社）
名称 株式会社エイエイエスティ
事業内容 ソフトウェア開発業務
（吸収合併消滅会社）
名称 株式会社エイエイエスシー
事業の内容 グループ管理業務
名称 株式会社アイエスティ
事業の内容 ソフトウェア開発業務

（2）企業結合日
2025年10月1日

― 56 ―

2026年05月23日 00時35分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



（3）企業結合の法的形式
株式会社エイエイエスティを吸収合併存続会社、株式会社エイエイエスシー及び株式会社アイエスティを吸

収合併消滅会社とする吸収合併方式
（4）結合後企業の名称

株式会社エイエイエスティ
（5）その他取引の概要に関する事項

本件合併は、三社の合併により業務を効率化し、効率化により創出されるリソースを本業であるソフトウェ
ア開発業務に投入し、ソフトウェア開発能力を高めることにより地域やお客様の課題解決に貢献することを目
的としております。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づき、共通支
配下の取引等として処理しております。
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（ストック・オプション等関係）
１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
⑴ ストック・オプションの内容

第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
愛知銀行取締役会

2022年５月11日
愛知銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社愛知銀行
取締役（社外取締役除く）２名

株式会社愛知銀行
取締役（社外取締役除く）７名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 4,662 株 当社普通株式 13,320 株

付与日（注３） 2012年７月20日 2013年７月19日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2042年７月20日

2022年10月３日
〜2043年７月19日

第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
愛知銀行取締役会

2022年５月11日
愛知銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社愛知銀行
取締役（社外取締役除く）８名

株式会社愛知銀行
取締役（社外取締役除く）９名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 12,987 株 当社普通株式 12,654 株

付与日（注３） 2014年７月25日 2015年７月24日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2044年７月25日

2022年10月３日
〜2045年７月24日
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第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
愛知銀行取締役会

2022年５月11日
愛知銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数
株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）12
名

株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）10
名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 24,642 株 当社普通株式 20,313 株

付与日（注３） 2016年７月22日 2017年７月21日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2046年７月22日

2022年10月３日
〜2047年７月21日

第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
愛知銀行取締役会

2022年５月11日
愛知銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数
株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）９
名

株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）７
名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 25,308 株 当社普通株式 31,635 株

付与日（注３） 2018年７月20日 2019年７月19日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2048年７月20日

2022年10月３日
〜2049年７月19日
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第9回新株予約権 第10回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
愛知銀行取締役会

2022年５月11日
愛知銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数
株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）７
名

株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）７
名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 35,298 株 当社普通株式 35,964 株

付与日（注３） 2020年７月22日 2021年７月21日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2050年７月22日

2022年10月３日
〜2051年７月21日

第11回新株予約権 第12回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
中京銀行取締役会

2022年５月11日
中京銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社中京銀行取締役２名
株式会社中京銀行執行役員１名

株式会社中京銀行取締役２名
株式会社中京銀行執行役員１名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 5,700 株 当社普通株式 5,500 株

付与日（注３） 2013年７月31日 2014年７月30日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2043年７月31日

2022年10月３日
〜2044年７月30日

― 60 ―

2026年05月23日 00時35分 $FOLDER; 61ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



第13回新株予約権 第14回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
中京銀行取締役会

2022年５月11日
中京銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社中京銀行取締役３名
株式会社中京銀行執行役員１名

株式会社中京銀行取締役４名
株式会社中京銀行執行役員２名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 6,500 株 当社普通株式 8,800 株

付与日（注３） 2015年７月30日 2016年７月27日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2045年７月30日

2022年10月３日
〜2046年７月27日

第15回新株予約権 第16回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
中京銀行取締役会

2022年５月11日
中京銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社中京銀行取締役４名
株式会社中京銀行執行役員３名

株式会社中京銀行取締役４名
株式会社中京銀行執行役員４名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 11,300 株 当社普通株式 13,200 株

付与日（注３） 2017年７月26日 2018年８月１日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2047年７月26日

2022年10月３日
〜2048年８月１日
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第17回新株予約権 第18回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
中京銀行取締役会

2022年５月11日
中京銀行取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社中京銀行取締役５名
株式会社中京銀行執行役員５名

株式会社中京銀行取締役６名
株式会社中京銀行執行役員５名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 18,300 株 当社普通株式 24,500 株

付与日（注３） 2019年７月31日 2020年７月29日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2049年７月31日

2022年10月３日
〜2050年７月29日

第19回新株予約権 第20回新株予約権

決議年月日 2022年５月11日
中京銀行取締役会

2022年11月14日
当社取締役会

付与対象者の区分及び人数 株式会社中京銀行取締役６名
株式会社中京銀行執行役員５名

株式会社愛知銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）７
名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 41,000 株 当社普通株式 17,400 株

付与日（注３） 2021年７月28日 2022年12月９日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年10月３日
〜2051年７月28日

2022年12月10日
〜2052年12月９日
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第21回新株予約権

決議年月日 2022年11月14日
当社取締役会

付与対象者の区分及び人数
株式会社中京銀行取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役除く）８
名
株式会社中京銀行執行役員４名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注２） 当社普通株式 30,400 株

付与日 2022年12月９日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2022年12月10日
〜2052年12月９日

（注）１ 第１回から第19回までは当社が2022年10月３日付の株式会社愛知銀行及び株式会社中京銀行の共同
株式移転により両行の完全子会社として設立されたことに伴い、両行が発行していた新株予約権者に
対して当社の新株予約権を交付したものであります。

２ 株式数に換算して記載しております。
３ 付与日は、株式会社愛知銀行及び株式会社中京銀行における当初の付与日であります。
４ 2026年4月1日付で普通株式1株につき5株の株式分割を実施しておりますが、上記株式数は当該株式

分割前の株式数を記載しております。
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⑵ ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2026年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。
① ストック・オプションの数

第１回
新株予約権

第２回
新株予約権

第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

権利確定前（株）
前連結会計年度末 − − − − −
付与 − − − − −
失効 − − − − −
権利確定 − − − − −
未確定残 − − − − −

権利確定後（株）
前連結会計年度末 − 3,996 4,329 7,326 16,317
権利確定 − − − − −
権利行使 − 999 999 2,664 1,998
失効 − − − − −
未行使残 − 2,997 3,330 4,662 14,319

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

第10回
新株予約権

権利確定前（株）
前事業年度末 − − − − −
付与 − − − − −
失効 − − − − −
権利確定 − − − − −
未確定残 − − − − −

権利確定後（株）
前事業年度末 13,986 14,985 29,637 35,298 35,964
権利確定 − − − − −
権利行使 3,663 666 1,665 3,996 −
失効 − − − − −
未行使残 10,323 14,319 27,972 31,302 35,964
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第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

第14回
新株予約権

第15回
新株予約権

権利確定前（株）
前事業年度末 − − − − −
付与 − − − − −
失効 − − − − −
権利確定 − − − − −
未確定残 − − − − −

権利確定後（株）
前事業年度末 1,900 1,800 1,400 2,700 2,900
権利確定 − − − − −
権利行使 − − − − −
失効 − − − − −
未行使残 1,900 1,800 1,400 2,700 2,900

第16回
新株予約権

第17回
新株予約権

第18回
新株予約権

第19回
新株予約権

第20回
新株予約権

権利確定前（株）
前事業年度末 − − − − −
付与 − − − − −
失効 − − − − −
権利確定 − − − − −
未確定残 − − − − −

権利確定後（株）
前事業年度末 4,100 6,500 6,900 10,400 17,400
権利確定 − − − − −
権利行使 1,300 1,400 1,500 2,200 −
失効 − − − − −
未行使残 2,800 5,100 5,400 8,200 17,400
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第21回
新株予約権

権利確定前（株）
前事業年度末 −
付与 −
失効 −
権利確定 −
未確定残 −

権利確定後（株）
前事業年度末 10,800
権利確定 −
権利行使 1,600
失効 −
未行使残 9,200
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② 単価情報
第１回

新株予約権
第２回

新株予約権
第３回

新株予約権
第４回

新株予約権
第５回

新株予約権
権利行使価格 1円 1円 １円 １円 １円
行使時平均株価 − 5,680円 3,658円 4,172円 4,739円
付与日における公正な
評価単価 3,645円 4,556円 4,959円 6,811円 4,466円

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

第10回
新株予約権

権利行使価格 １円 １円 １円 １円 １円
行使時平均株価 4,372円 5,640円 4,600円 6,450円 −
付与日における公正な
評価単価 6,004円 4,673円 3,523円 2,358円 2,367円

第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

第14回
新株予約権

第15回
新株予約権

権利行使価格 １円 １円 １円 １円 １円
行使時平均株価 − − − − −
付与日における公正な
評価単価 1,650円 1,710円 2,180円 2,190円 2,174円

第16回
新株予約権

第17回
新株予約権

第18回
新株予約権

第19回
新株予約権

第20回
新株予約権

権利行使価格 １円 １円 １円 １円 １円
行使時平均株価 2,336円 2,336円 2,336円 2,336円 −
付与日における公正な
評価単価 2,178円 2,079円 1,932円 1,300円 1,859円

第21回
新株予約権

権利行使価格 １円
行使時平均株価 2,336円
付与日における公正な
評価単価 1,859円

（注）第１回から第19回については株式会社愛知銀行及び株式会社中京銀行がそれぞれ当初付与した日における
公正な評価単価を記載しております。
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３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
該当事項はありません。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 1,767円23銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 89円42銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 89円03銭

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年
度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たりの純資産額」、「１株当たりの親会社株主に帰属す
る当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額」を算定しておりま
す。

― 68 ―

2026年05月23日 00時35分 $FOLDER; 69ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



（重要な後発事象）
（株式分割及び株式分割に伴う一部定款変更について）

当社は、2026年2月26日開催の取締役会において、2026年4月１日付で株式分割及び株式分割に伴う一部
定款変更を行うことを決議いたしました。

1．株式分割の目的
当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整える

ことで、株式の流動性の向上と投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としています。
2．株式分割の概要
（1）分割の方法

2026年3月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する当社普通株
式を、1株につき5株の割合をもって分割します。

（2）分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 49,124,671株

今回の分割により増加する株式数 196,498,684株

株式分割後の発行済株式総数 245,623,355株

株式分割後の発行可能株式総数 750,000,000株
（3）分割の日程
基準日公告日 2026年３月16日

基準日 2026年３月31日

効力発生日 2026年４月１日
（4）１株当たり情報に及ぼす影響
「連結注記表（１株当たり情報）」に記載のとおりであります。
（5）その他
・資本金の額の変更
今回の株式分割に際しまして、資本金の額の変更はありません。

・新株予約権１個当たりの目的である株式の数の調整について
当社は、新株予約権（株式報酬型ストックオプション）を複数発行しておりますが、行使金額の調整は行わ

ず１株につき１円とし、2026年４月１日をもって調整後の付与株式数については、調整前付与株式数に５を
乗じた株数とします。
・譲渡制限付株式報酬制度に関する調整について
今回の株式分割に伴い、当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）に対する譲渡

制限付株式報酬として発行または処分される当社の普通株式の総数について、株式分割比率（１株につき５
株）に応じて、2026年４月１日をもって以下のとおり調整します。
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発行または処分される株式の総数
調整前 調整後

年間65,000株以内 年間325,000株以内
なお、本調整は株式分割に伴う調整であり、本制度における報酬の総額に変更はありません。

３．株式分割に伴う一部定款変更について
（1）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、2026年４月１日をも
って、当社定款第５条に定める発行可能株式総数を変更いたしました。

（2）変更の内容
現行定款 変更後

（発行可能株式総数）
第５条
当会社の発行可能株式総数は、
150,000,000株とする。

（発行可能株式総数）
第５条
当会社の発行可能株式総数は、
750,000,000株とする。

（3）変更の日程
効力発生日 2026年４月１日

（連結子会社間の合併）
当社の完全子会社である株式会社あいち銀行の子会社、株式会社愛銀ディーシーカードと株式会社中京カー

ドは、2026年４月21日に開催された両社の取締役会において、両社の合併契約の締結について決議し、同日
付で、下記の合併契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要
（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

（吸収合併存続会社）
名称 株式会社中京カード
事業の内容 クレジットカード業
（吸収合併消滅会社）
名称 株式会社愛銀ディーシーカード
事業の内容 クレジットカード業

（2）企業結合日
2027年４月１日（予定）

（3）企業結合の法的形式
株式会社中京カードを吸収合併存続会社、株式会社愛銀ディーシーカードを吸収合併消滅会社とする吸収合

併方式
（4）結合後企業の名称

株式会社あいちFGカード
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（5）その他取引の概要に関する事項
本件合併により、経営資源の効率化および企業価値の最大化を図り、今後も成長が見込まれるキャッシュレ

ス事業の強化を図ることを目的としております。また、社名に「あいちＦＧ」を掲げることでグループとして
の一体感を高めることを目的としております。
「銀行業を超えたトータルサポートグループ」実現のため、グループ一体となりお客さまの課題解決に取り

組んでまいります。

（豊田エンジニアリング株式会社および株式会社豊田マネージメント研究所の連結子会社化）
当社の連結子会社である株式会社栄町リサーチ＆コンサルティングは、2026年４月15日開催の取締役会に

おいて、コンサルティング会社である豊田エンジニアリング株式会社および株式会社豊田マネージメント研究
所の株式の取得及び同社を子会社化することを決議し、2026年５月１日付で両社の株式を取得しました。

１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容

豊田エンジニアリング株式会社 コンサルティング業務

株式会社豊田マネージメント研究所 コンサルティング業務
（2）企業結合を行った主な理由

当社は、地域のお客さまのさまざまなニーズや課題に対応可能な「コンサルティング・ソリューション型ビ
ジネスモデル」の確立を目指しております。製造業における業務改善や経営管理などのコンサルティングを行
う豊田エンジニアリンググループを子会社化することで、同社グループが持つ知見を活用し、当社のお客さま
への支援体制を拡充することを目的としております。
当社グループはこれからも、事業活動を通じ、地域経済の発展と持続可能な社会の実現をめざしてまいりま
す。

（3）企業結合日
2026年５月１日

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
名称に変更はありません。

（6）取得した議決権の比率
100％

（7）取得企業を決定するに至った根拠
現金を対価として株式を取得したことによります。
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２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 170百万円

取得原価 170百万円
３．主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等 14百万円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

（合弁会社の設立）
当社は、2026年４月15日開催の取締役会において、当社の子会社及び関連会社各社の保有する不動産の管

理を事業とする株式会社葵ビルマネジメント（以下「葵ビルマネジメント」といいます。）に対する出資を決
定し、2026年４月17日に葵ビルマネジメントに38％出資する合弁契約を締結、当該契約に基づき2026年５
月１日に合弁会社を設立しました。これにより、葵ビルマネジメントは当社の持分法適用関連会社となりまし
た。

１．出資の目的
当社の子会社及び関連会社各社が所有する不動産もしくはそれに付随する設備の保守・点検その他の管理業

務とそれに付随する業務を集約させることで管理業務の効率化を図ります。
２．設立日
2026年５月１日

３．合弁会社の企業概要
（1）企業の名称

株式会社葵ビルマネジメント
（2）事業内容

不動産管理業
（3）株式取得後の議決権比率

38.0％
４．業績への影響

本件が当連結会計年度（2026年3月期）の連結業績に与える影響はありません。翌連結会計年度より、同社
を持分法適用関連会社として会計処理を行う予定です。

（当社と株式会社三十三フィナンシャルグループの経営統合に関する基本合意について）
当社は、2026年5月13日開催の取締役会において、株式会社三十三フィナンシャルグループ(以下「三十三

フィナンシャルグループ」といい、当社と三十三フィナンシャルグループを総称して、以下「両社」といいま
す。)と、両社間の合併（以下「本合併」といいます。）による経営統合（以下「本経営統合」といいます。）に
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向けて協議・検討を進めていくことについて合意することを決議し、同日付で両社間で本経営統合に関する基
本合意書を締結いたしました。
１．本経営統合の目的と基本方針

両社は、以下の基本方針に従い、本経営統合の相乗効果を発揮することにより、愛知県、三重県及び近接
地域におけるプレゼンスをこれまで以上に高め、地域経済・社会の持続的発展に貢献するとともに、企業価
値の向上を目指してまいります。

（統合の基本方針）
(1) 両社の強みを相互に最大限活用することで、多様化・高度化するお客さまの経営課題やニーズに対して
質の高い金融・非金融サービスを提供し、お客さま、地域とともに成長する、持続可能なビジネスモデルへ
と進化させてまいります。
(2) 多様な人材が活躍できる機会の拡大を図ることで、従業員一人ひとりがその価値を最大限に発揮できる
ようにするとともに、全従業員の働きがい（エンゲージメント）の向上を実現いたします。
(3) 両社が保有する経営資源の最適な活用によりさらなる効率化・合理化を図ることで、健全な経営基盤を
構築し、企業価値の向上を図ってまいります。

２．本経営統合の方法
両社は、両社の株主総会決議による承認及び本経営統合を行うにあたり必要な関係当局の許認可等を得る

ことを前提として、2027年４月１日を目処に吸収合併方式による経営統合を実施するべく、本経営統合に
向けて、協議・検討を進めてまいります。

３．統合持株会社の概要
統合持株会社の商号や本店所在地、代表者及び役員の構成、組織等につきましては、今後、本経営統合に

関する最終契約（以下「本最終契約」といいます。）締結までに両社で協議の上決定いたします。
４．合併比率

本合併における合併比率は、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関による株式
価値算定の結果等、諸要素を踏まえて、両社で誠実に協議の上、本最終契約締結までに決定いたします。

５．統合準備委員会の設置
両社は、「統合準備委員会」を設置し、本経営統合に関する協議を集中的に行ってまいります。

６．今後のスケジュール

2026年９月 （予定） 本最終契約締結
本合併に関する吸収合併契約締結

2026年12月 （予定） 両社臨時株主総会決議日

2027年４月１日 （予定） 本合併の効力発生日

（注）上記は現時点における予定であり、両社の今後の協議等によって変更になる場合がございます。ま
た、本経営統合の実行にあたっては、必要となる関係当局の許認可等が得られることを前提としています
が、当該許認可等の取得状況等によって、本経営統合の日程が遅延する事由が生じた場合には、速やかに
公表いたします。
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７．両社の概要(2025年12月末時点)

商号 株式会社あいちフィナンシャルグループ 株式会社三十三フィナンシャルグループ

本店所在地 愛知県名古屋市中区栄三丁目14番12号 三重県松阪市京町510番地

代表者の
役職・氏名 代表取締役社長執行役員 伊藤 行記 代表取締役社長 道廣 剛太郎

事業内容

銀行、その他銀行法により子会社とす
ることができる会社の経営管理及びこ
れに付帯関連する一切の業務、並びに
銀行法により銀行持株会社が営むこと
ができる業務

銀行、その他銀行法により子会社とす
ることができる会社の経営管理及びこ
れに付帯関連する一切の業務

資本金 200億円 100億円

設立年月日 2022年10月３日 2018年４月２日

発行済株式総数 普通株式 49,124,671株 普通株式 26,167,585株

決算期 ３月31日 ３月31日

総資産（連結） ７兆487億円 ４兆5,721億円

預金等残高
（単体） ６兆149億円（あいち銀行単体） ３兆9,949億円（三十三銀行単体）

貸出金残高
（単体） ５兆118億円（あいち銀行単体） ３兆1,396億円（三十三銀行単体）

従業員数（連
結）（2025年９
月末時点）

2,647人 2,376人

店舗数（2025
年９月末時点） 190店舗 172店舗

（注）あいちフィナンシャルグループ、三十三フィナンシャルグループの店舗数はそれぞれあいち銀行、
三十三銀行の店舗数を記載しています。
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第４期末（2026年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

3,715

3,679

8

26

206,607

5

5

206,602

206,560

42

（負 債 の 部）

流 動 負 債 372

未 払 費 用 24

未 払 法 人 税 等 62

賞 与 引 当 金 63

役 員 賞 与 引 当 金 51

そ の 他 171

固 定 負 債 2

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 2

負 債 の 部 合 計 375

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 209,685

資 本 金 20,026

資 本 剰 余 金 183,697

資 本 準 備 金 5,026

そ の 他 資 本 剰 余 金 178,670

利 益 剰 余 金 6,981

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,981
繰 越 利 益 剰 余 金 6,981

自 己 株 式 △1,020

新 株 予 約 権 262

純 資 産 の 部 合 計 209,947

資 産 の 部 合 計 210,322 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 210,322

― 75 ―

2026年05月23日 00時35分 $FOLDER; 76ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



第４期（2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）損益計算書

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益 8,523

関 係 会 社 受 取 配 当 金 7,095

関 係 会 社 受 入 手 数 料 1,428

営 業 費 用 1,366

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,366

営 業 利 益 7,156

営 業 外 収 益 6

受 取 利 息 3

そ の 他 3

営 業 外 費 用 0

そ の 他 0

経 常 利 益 7,162

税 引 前 当 期 純 利 益 7,162

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 66

法 人 税 等 調 整 額 △15

法 人 税 等 合 計 50
当 期 純 利 益 7,111
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第４期株主資本等変動計算書
（2025

2026
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）

株主資本

新
株
予
約
権

純
資
産
合
計

資
本
金

資本剰余金 利益剰余金

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計

資
本
準
備
金

そ
の
他
資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金
合
計

その他利
益剰余金 利

益
剰
余
金
合
計

繰
越
利
益
剰
余
金

当期首残高 20,026 5,026 178,701 183,728 5,252 5,252 △36 208,972 300 209,272

当期変動額

剰余金の配当 △5,383 △5,383 △5,383 △5,383

当期純利益 7,111 7,111 7,111 7,111

自己株式の取得 △1,125 △1,125 △1,125

自己株式の処分 △31 △31 140 109 109

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

△37 △37

当期変動額合計 − − △31 △31 1,728 1,728 △984 712 △37 675

当期末残高 20,026 5,026 178,670 183,697 6,981 6,981 △1,020 209,685 262 209,947
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個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法により行っております。
２．固定資産の減価償却の方法

無形固定資産は、定額法により償却しております。
３．引当金の計上基準

賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しております。
役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しております。
役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、執行役員に対する退職慰労金の

支給見込額のうち、当事業年度までに発生していると認められる額を計上しております。
４．重要な収益及び費用の計上基準

関係会社受入手数料
当社子会社への経営管理に係る手数料であり、経営管理契約に基づいて、必要な指導・助言等を行う履行

義務を負っております。当該履行義務は一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充
足の進捗度に応じて収益を認識しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
関係会社に対する金銭債権
預金 3,630百万円

（損益計算書関係）
関係会社との取引高
１ 営業取引による取引高

関係会社受取配当金 7,095百万円
関係会社受入手数料 1,428百万円
販売費及び一般管理費 769百万円

２ 営業取引以外の取引による取引高
受取利息 3百万円
雑収入 2百万円

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 摘 要

自 己 株 式

普 通 株 式 14 418 52 379 （注）１,２

合 計 14 418 52 379

（注）１．普通株式の自己株式の増加418千株は、単元未満株式の買取による増加1千株及び取締役会決議に基
づく自己株式の取得による増加416千株であります。

２．普通株式の自己株式の減少52千株は、単元未満株式の買増請求による減少0千株、ストック・オプシ
ョンの権利行使による譲渡による減少24千株及び譲渡制限付株式報酬としての割当による処分による
減少28千株であります。

３．2026年4月1日付で普通株式1株につき5株の株式分割を実施しておりますが、上記株式数は当該株式
分割前の株式数を記載しております。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
未払事業税 2百万円
賞与引当金 19
譲渡制限付株式報酬 12
その他 6

繰延税金資産小計 42
評価性引当額 −
繰延税金資産合計 42
繰延税金負債合計 −
繰延税金資産の純額 42百万円

（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の
名称

議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社
あいち銀行 所有

直接100％
経営管理
役員の兼任
出向者の受入

経営管理料の受
取（注１） 1,421 − −

配当金の受取 7,095 − −
出向者人件費の
支払（注２） 732 − −

現物配当の受取
（注3） 177 − −

上記の取引金額には消費税は含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営管理料は、当社の経営活動に必要な諸経費として合理的に見積もられた金額に基づき算定してお

ります。
２．出向者人件費は、出向元の給与を基準に双方協議の上決定しております。
３．グループ内組織再編により、子会社株式等を現物配当として受け取ったものであり、取引金額につい

ては、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号2013年9月13日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2019年1月16日）に
基づいて算定しています。
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３．兄弟会社等
該当事項はありません。

４．役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

（企業結合等関係）
「連結計算書類 注記事項（企業結合等関係）」に記載した内容と同一であります。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 860円 33銭
１株当たりの当期純利益金額 29円 16銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 29円 3銭
(注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たりの純資産額」、「１株当たりの当
期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」を算定しております。

（重要な後発事象）
「連結計算書類注記事項（重要な後発事象）」に記載した内容と同一であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年５月15日
株式会社あいちフィナンシャルグループ
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 池 ヶ 谷 正
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 田 昌 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社あいちフィナンシャルグループの2025年４月１日から2026

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社あ

いちフィナンシャルグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。
強調事項
連結注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2026年5月13日開催の取締役会において、株式会社三十三フ

ィナンシャルグループと両社間の合併による経営統合に向けて協議・検討を進めていくことについて合意することを決議し、同
日付で両社間で本経営統合に関する基本合意書を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連

結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するた
めに、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年５月15日
株式会社あいちフィナンシャルグループ
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 池 ヶ 谷 正
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 田 昌 紀

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社あいちフィナンシャルグループの2025年４月１日から

2026年３月31日までの第４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類

等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。
強調事項
個別注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2026年5月13日開催の取締役会において、株式会社三十三フ

ィナンシャルグループと両社間の合併による経営統合に向けて協議・検討を進めていくことについて合意することを決議し、同
日付で両社間で本経営統合に関する基本合意書を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算

書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第４期事業年度におけ
る取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議と運用の状況の内容は相当であると認めま
す。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に
ついても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月15日
株式会社あいちフィナンシャルグループ
監 査 等 委 員 会
常勤監査等委員 加 藤 政 宏 ㊞
監 査 等 委 員 江 本 泰 敏 ㊞
監 査 等 委 員 柴 田 雄 己 ㊞
監 査 等 委 員 村 田 知 英 子 ㊞
監 査 等 委 員 我 妻 巧 ㊞
監 査 等 委 員 板 倉 麻 子 ㊞

（注）監査等委員 江本泰敏、柴田雄己、村田知英子、我妻巧及び板倉麻子は、会社法第２条第15号及び第
331条第６項に規定する社外取締役であります。
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